別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：女性保護費　　目：女性保護費
	事業名:女性保護事業啓発普及費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援担当　電話番号：058-272-1111（内2638）

　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp 

	事業費


　要求額：113千円（前年度予算額：163千円）

	事業内容


	１　事業の内容


売春防止法に基づく社会環境の浄化に関する啓発活動、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づく啓発活動を女性保護関係機関等と連携して実施し、県民に対して要保護女子の転落の未然防止と保護更生及び暴力被害女性の保護について的確な理解と密接な協力が得られるようにする。
　・啓発物を、関係機関に配布するとともに、街頭啓発等において一般県民に対し配布し、啓発を行う。

・女性保護関係機関との連絡会議（年１回）

　　　　（施設や民間団体等関係機関参加の連絡会議において、女性保護事業、啓発活動などについての連絡調整や検討を実施）

・関係会議への出席（民生児童委員、関係施設など）

	２　所要経費


（1） 女性保護・啓発活動に関する連絡会議等の経費113千円
（内訳：報償費42千円、旅費6千円、消耗品費20千円、会議費2千円、役務費30千円、使用料及び貸借料13千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　４　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
　　○女性に対する暴力（ＤＶなど）を防止する
・配偶者暴力防止に向けた普及啓発活動を推進する
	２　これまでの取組状況


平成21年度の実績
・関係機関との連絡会議（婦人保護施設、民間団体）において、各種女性保護事業や普及啓発について連絡調整や協議を行い、関係機関の連携と円滑な事業の実施につなげた。
・「女性に対する暴力をなくす運動」（毎年１１月１２日～２５日）の一環として、警察、民間支援団体等関係機関と連携し、街頭啓発（１１月１９日　ＪＲ岐阜駅前）を実施し、リーフレット・電話相談カード等を一般県民に対し配布した。

・市町村、県振興局福祉課窓口におけるリーフレット・相談カードの配置及び県民への配布を依頼し、普及啓発の推進を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　啓発により、相談機関の周知が図られ、女性相談センターにおける相談件数も増加傾向にある。今後も、女性保護について啓発するとともに、相談機関の周知徹底を図ることで、要保護女子の転落防止とＤＶ被害の防止に努める。
○女性相談センター相談件数
（Ｈ１８年度1,591件、Ｈ１９年度　1,752件、Ｈ２０年度2,346件、Ｈ２１年度2,341件）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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負担金
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手数料
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